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研究成果の概要（和文）：国土形成時代に入り，人口減少と地球環境変化を前提とする持続可能

な地域再生が求められている．流域圏を枠組みとする地域構造が自然環境と社会経済活動がバ

ランスした自然共生型社会であることに着目し，河川・道路のネットワーク構造の幾何学的相

似性を算出して流域圏の自然共生度を分析した．提案したパラメータと自然・社会環境の各指

標との関係が明らかとなり，流域圏の再生方策を検討に資する情報であることが示された． 
 
研究成果の概要（英文）： In the era of depopulation and global climate change, restoration of a 
sustainable society is an essential issue for realizing the national spatial strategies.  A river catchment 
sphere is considered to be a suitable frame for planning a sustainable regional structure in which the 
socio-economic activities could be symbiotic to natural environment.  Based on the geographic 
information system, a topographical correlation coefficient between river and road networks was 
analyzed to obtain a parameter for measuring symbiosis of social activities to natural environment.  It 
was shown that indices regarding natural and social environments were well correlated with the 
proposed parameter, which suggests the present analysis would provides information useful for 
constructing restoration strategies of regions. 
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１．研究開始当初の背景 

市場経済と規制緩和を原則とする諸政策
により，社会経済活動が大都市圏へ過度に集
中し地方都市・農山村の過疎化・活力低減が
顕在化するなど，国土構造の二極化が進行し
ている．大都市圏への社会活動集中と地方都
市・農山村の過疎化など国土構造の二極化と
ともに地球規模の気候変動が見込まれる今
後，持続可能な自然共生型流域圏の構築が求

められている．  
 
２．研究の目的 

少子高齢化や気候変動が見込まれる今後，
既整備の社会資本ストックを有効活用しな
がら，持続可能な社会を構築しなければなら
ない．自然営力が許容できる生産活動規模は
沖積平野や盆地など利用可能な土地と水資
源賦存量に依存しており，これら環境容量を
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特徴づける説明変数として河川ネットワー
クの地形・地理変数を利用することを検討す
る．対極的に，道路ネットワークは人為的に
形成されることから，河川と道路のネットワ
ーク間の幾何学的相似性を定量化すること
によって，地域の社会活動分布と流域の環境
容量の乖離度・整合度を分析することが可能
となる．これにより，流域単位毎の自然共生
度，裏返せば人為負荷の分布構造を可視化す
れば，目指すべき自然共生型流域圏を構築す
るための整備目標を定量化することができ
る．本研究では，全国の一級水系を対象とし
て，河川・交通ネットワークの相関性をパラ
メータとする自然・社会構造解析を実施し，
地域の自然共生度（人為負荷量）分布とそこ
に展開される社会経済活動との関係を明示
する．これによって流域に展開されるべき社
会経済活動の地域分布を最適化し，自然環境
への人為負荷を流域圏で平準化することに
よって国土全体のエネルギー消費を軽減し，
地球規模の環境負荷低減につなげるための
国土形成を目指す． 
 
３．研究の方法 
本研究では，自然営力が許容できる生産活

動規模や水資源量が流域地形に依存してい
ること，道路構造は社会経済活動を反映した
インフラ体系であることに着目し，図-1 のよ
うな河川・道路ネットワーク間の幾何学的相
似性を定量評価する相関解析を実施した．相
関係数の算定に際しては，図-2 のように所定
サイズのウィンドウを空間方向にスキャン
させウィンドウ内の二つのネットワークの
相関係数 R を算定し，対象領域内の相関係数
の空間分布を求める．交通ルートが河道網に
沿って展開されている場合には，流域地形に
応じた物流・人流が発生し社会経済活動は流
域圏の自然条件を活かした形で展開されて
いる．これに対し，高速道路網やトンネル・

橋梁などのように河道を横断した交通ルー
トは，社会経済活動の効率化を目指して，流
域地形－すなわち，自然条件とは独立した構
造で整備されており，その結果，物流・人流
が発生している．時間軸方向に見ると，開発
が進む以前の時代には河川・道路ネットワー
クが類似していたが，開発が進むと両者はほ
とんど無相関の状態で交通インフラが整備
されてきた．空間的には，上流域で小さな道
路が河川沿いに分布しているのに対し，下流
の市街化が進んだ地域では両者の相関が低
い状態でインフラ構造が形成されている．こ
のことから，図-2のように求められたRは｢自
然共生度｣を反映した地理情報パラメータと
見なすことができる．以上の考えに基づいて
R を説明変数として社会・自然環境に関わる
諸因子の地域特性を分析した．  
 
４．研究成果 
(1) 道路情報の疎密の影響 

河川ネットワークは 50m メッシュの DEM
から生成される．一方，道路ネットワークは
国土数値情報に集録されたデータベースよ
り求められる（図-3 の(a)）．後者に含まれる
情報は主要道に限定されているため，河川ネ
ットワークに比べると疎な情報である．一方，
国土地理院数値地図に基づいて，より下位の
細街路まで含めると道路ネットワークは図-3 

 
 

図-1  道路・河川ネットワーク構造 
（揖保川流域の例） 

 
図-2  道路・河川ネットワークにおける 

幾何学的相関係数の求め方 
 

 
(a) 国土数値情報の   (b) (a)に下位道路を加えた 

道路ネットワーク    詳細情報 

図-3  道路ネットワークの比較例 



 

 

(b)のようになる．当然のことながら，図-3 (b)
を用いた方が相関係数の精度は向上する．こ
うした道路情報の精粗が解析結果に及ぼす
影響を図-4 に示す．図-4 (b)を得るためにはデ
ータ取得に手間を要するが，国土数値情報に
よる道路情報に加えて，より広汎な道路階層
を考慮した相関解析の方が精緻な分析は可
能である． 

 
(2) ウィンドウサイズの影響 

相関解析の空間分解能を上げるためには，
できるだけ小さなウィンドウを用いて相関
係数を求める方が有利であるが，ウィンドウ
を小さくするほど河川・道路要素の情報量が
減少する．図-5 はウィンドウサイズが相関解
析結果におよぼす影響を示す．最適ウィンド
ウサイズとして 5×5 メッシュを得た． 

 
 

(3)自然共生度（相関係数）と土地利用 
このようにして算出された相関係数Rを自

然共生度と見なして，社会経済活動や自然環
境の説明変数としての機能を検証する．図-6
には，揖保川流域を例として土地利用，河道
位数，自然共生度を比較している．ここで，
河道位数は流域の上中下流を定量化するた

めの指標として利用している．このように
様々な地理情報・環境情報に基づいて社会・
自然環境の状態変数を数量化して，自然共生
度との相関性を検討することにより定量的
な環境評価が可能となる． 

図-7 は流域内のメッシュごとに得られる
土地利用分類と自然共生度との関係を上下
流方向にプロットしたものである．例えば，
自然共生度Rが高いほど森林面積が大きいな
ど，R の増加とともに自然に恵まれ社会経済
活動が低いという社会・自然環境諸因子の特
性が良好に説明される．また，上流域ほど自
然占有率の高い土地利用形態となり，下流に
向かうほど農用地や市街地など社会経済活
動の高い土地利用が多く，流域内の環境勾配
が自然共生度によって良好に記述される． 

 
同様の相関解析は，全国一級水系の約半分

に対して実施された．以上のように地理情報
データベースを利用して自然環境や社会経
済活動さらに両者の共生度を計測するパラ
メータが算出され，本研究で目指した地域再
生に資する定量的情報の評価方法が提案さ
れた． 
 本研究成果を持続可能社会の実現のため
に適用するには，社会経済の縮減を前提とし
て国土・地域の再生を政策に反映するための
意見発信が必要である．地理情報解析から評
価された自然共生度を地域再生に反映する
ことを念頭におきながら，日本学術会議の国

(a) 土地利用   (b) 河道位数 (c) 自然共生度 
道路ネットワーク    詳細情報 

図-6  土地利用，河道位数， 
自然共生度（相関係数）の比較例 

 

 
(a) 7×7 メッシュ  (b) 5×5 メッシュ(c) 3×3 メッシュ 

図-5  ウィンドウサイズが 
相関係数に与える影響 

 
(a) 国土数値情報の   (b) (a)に下位道路を加えた 

道路ネットワーク    詳細情報 

図-4  道路情報の精粗が 
相関係数に与える影響 

 

図-7  自然共生度の関数としてあらわされ

る上下流方向別の土地利用状況 



 

 

土と環境分科会での議論を進め，中長期的な
視点と広域的ガバナンスに基づく国土軸の
デザイン戦略に関する具体方策を｢持続可能
社会における国土・地域の再生戦略｣として
社会に発出した．今後の国土軸形成のために
は，モノからヒト重視の政策へと転換する必
要があり，安全・安心の地域づくりを担う人
材育成と流域圏の視点を持つ技術者教育に
ついても有用な研究成果が得られた． 
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